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６ 誘導施設の考え方・設定手順 

１．誘導施設の設定手順 
誘導施設の具体の検討手順は次のとおりです。 

（１）検討対象施設の抽出 
都市計画運用指針に基づく考え方から誘導施設の候補を挙げた上で、市民アンケートによるニーズにつ

いても確認し、検討対象施設の抽出を行いました。 

 

 

 

  

（1）－１ 必要な施設 

視点①候補となる施設 
都市計画運用指針、立地適正化計画の手引きに示される施設 

視点②市民アンケート調査によるニーズの高い施設 
②-1 市民ﾆｰｽﾞ 

（拠点に必要な機能として市民全体で 4 割以上の回答があったもの） 
②-2 世代ニーズ 
（世代別回答で特徴的なニーズがあったもの） 

①候補施設 ②-1市民ﾆｰｽﾞ ②-2世代ﾆｰｽﾞ 

医療（病院・診療所） ○（病院）  

高齢者福祉（地域包括支援センター、

通所系福祉施設等） 

 ○高齢者（高齢者福祉施設） 

子育て支援（子育て世代包括支援セ

ンター、保育所・幼稚園等） 

 ○子育て世代（保育所・幼稚

園等） 

商業（スーパーマーケット、コンビニ） ○（食料品・生活用品） ○若い世代（コンビニ） 

金融（銀行、信用金庫、郵便局） ○（郵便局・銀行）  

文化（図書館、ホール等）   

図 再掲）市民アンケートによる拠点に必要な機能（②－１） 

4 割以上の施設 

（1）－２ 具体の整備計画のある施設 

誘導区域内で具体的な整備計画のあるもの：今後必要に応じ位置付け 
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図 市民アンケートによる拠点に必要な機能（世代別）（②－２） 

若い世代・子育て世代の

ニーズが高い機能 

⇒コンビニエンスストア、

保育園・幼稚園等 

高齢者世代のニーズが

高い機能 

⇒高齢者福祉施設 
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（２）機能面からみた施設の分類 
検討対象施設について、広域的な利用のある高次的な都市機能、身近な生活にかかわる生活サービス

機能、その他の施設に分類し、各拠点へ誘導すべき機能を検討しました。 

 

 

 

 

 

 

（３）立地状況の確認と施設規模の検討 
都市機能誘導区域及び地域利便性維持区域において、検討施設の立地状況を確認し誘導施設への位

置付けを検討しました。 

①都市機能誘導区域における立地状況の確認と位置付け検討 
検討施設 

※着色は市民ﾆｰｽﾞ 
立地状況 

誘導施設への位置付け 
施設数 割合※ 

医療 
病院 7 58％ 

区域内に集中して立地。今後もその拠点性を維持するた
め、誘導施設に位置付ける 

診療所 10 19％ 
市内に広く分布。今後も地域ニーズに応じた立地を図るた
め、誘導施設に位置付けない 

高齢
者福
祉 

地域包括 
支援センター 

0 
0% 

施設数

1 

現在永利地区（副拠点）に立地。拠点間のネットワーク形成
による機能補完を行うこととし、誘導施設に位置付けない 

通所系福祉施設
等 

13 19％ 
市内に広く分布するが、今後の高齢化の進行や市民ﾆｰｽﾞに
対応するため、誘導施設に位置付ける 

子育
て支
援 

子育て世代包括
支援センター 

1 100％ 
区域内に立地する公共施設で、当面区域外への移転・新築
等の計画がないことから、誘導施設に位置付けない 

保育所・幼稚園
等 

4 8％ 
市内に広く分布するが、市民ニーズに対応した子育て環境
の維持・充実を図るため、誘導施設に位置付ける 

商業 

大規模スーパー 
（1000 ㎡以上） 

8 44％ 
誘導区域内又は副拠点に集中して立地。都市拠点の機能
向上を図るため、誘導施設に位置付ける 

その他のスーパ
ー、個人商店 

3 3％ 
市内に広く分布。今後も地域ニーズに応じた立地を図るた
め、誘導施設に位置付けない 

コンビニエンスス
トア 

8 18％ 
用途地域内や幹線沿道に多く分布。今後もニーズに応じた
立地を図るため、誘導施設に位置付けない 

金融 
銀行・信用金庫 11 46％ 

区域内に集中して立地。今後もその拠点性を維持するた
め、誘導施設に位置付ける 

郵便局 4 9% 
市内に広く分布。今後も地域ニーズに応じた立地を図るた
め、誘導施設に位置付けない 

その他（文化体育施設、
ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ施設） 7 9% 

その他の文化・体育施設等の公共施設は、各分野の施設整
備計画に基づき立地するものであるため、誘導施設に位置
付けない 

 ※割合は市内施設数に対する区域内施設数の割合 

（２）－１ 高次都市機能 

市全体の利便性や経済力をけん引す
る高次的都市機能 

医療：病院（内科又は外科） 

高齢者福祉：地域包括支援センター 

子育て：子育て世代包括支援センター 

商業：大規模商業施設 

その他：文化施設・ｺﾝﾍﾞﾝｼｮﾝ施設など

（２）－２ 生活サービス機能 

 地域の利便性を確保する日常生
活に必要な施設 

医療：診療所（内科又は外科） 

高齢者福祉：通所系福祉施設等 

子育て：保育所・幼稚園等 

商業：スーパー、コンビニ、個人商店 

金融：郵便局、銀行、信用金庫 

（２）－３ その他 

 各地域に適切に配
置すべき公的な利便
施設 

小学校等の教育施設 

行政：市役所・支所 

 

誘導施設に 
位置付けない 

都市機能誘導区域の 
誘導施設に位置付け 

都市機能誘導区域及び地域利便性
維持区域の誘導施設に位置付け 
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②地域利便性維持区域における立地状況の確認と位置付け検討 
検討施設 

※着色は市民
ﾆｰｽﾞ 

立地状況 

誘導施設への位置付け 市比野（樋脇地域） 副田（入来地域） 斧渕(東郷地域) 
施設数 割合※ 施設数 割合※ 施設数 割合※ 

医療 診療所 
3 

※既存の

病院含む 
60% 1 20% 1 100% 

各地区での施設維持・充実を
図るため誘導施設に位置付け
る 

高齢
者福
祉 

通所系
福祉施
設等 

1 33% 0 
0% 

施設数 3 
1 20% 

各地域とも区域内施設数は少
ない。各地域において高齢化
の進行を勘案し、誘導施設に
位置付ける 

子育
て支
援 

保育
所・幼
稚園等 

1 25% 1 33% 1 50% 

各地域とも区域内施設数は少
ない。なお、市比野及び斧渕
地区については、区域周辺に
立地している。各施設の空き
状況を勘案し、誘導施設に位
置付けない 

商業 

スーパ
ー 

0 
0% 

施設数 3 
2 100% 2 100% 

副田及び斧渕地区は区域内
に集中して立地。市比野地区
は区域周辺の沿道に施設が
立地している。各地域拠点性
や生活利便性の維持を図るた
め誘導施設に位置付ける 

個人商
店 

3 33% 0 
0% 

施設数 4 
0 

0% 
施設数 4 

各地域内に広く分布。今後も
地域ニーズに応じた立地を図
るため、誘導施設に位置付け
ない 

コンビ
ニエン
ススト

ア 

0 
0% 

施設数 2 
1 100% 1 50% 

用途地域内や幹線沿道に多く
分布。市比野地区も区域周辺
に施設が立地。今後もニーズ
に応じた立地を図るため、誘
導施設に位置付けない 

金融 

銀行・
信用金

庫 
0 

0% 
施設数 2 

1 100% 2 100% 

副田及び斧渕地区は区域内
に集中して立地。今後も拠点
性を維持するため、誘導施設
に位置付ける 

郵便局 1 20% 1 20% 1 25% 

各地域内に広く分布。今後も
地域ニーズに応じた立地を図
るため、誘導施設に位置付け
ない 

※割合は各地域の施設数に対する区域内施設数の割合 
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７ 目標値の設定について 

１．都市機能誘導に係る目標値：誘導施設の立地数 

（１）目標値設定の考え方 
 

 

 

 

（２）現況値等の状況 
都市機能誘導区域内の誘

導施設の立地状況は、次のと

おりです。（2019 年 5 月時点

調べ） 

 

都市機能誘導区域

における誘導施設 
現況値 

病院（内科又は外

科） 
7 

通所系福祉施設等 13 

保育所・幼稚園等 4 

大規模スーパー 8 

銀行・信用金庫 11 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

図 都市機能誘導区域内の誘導施設の立地状況 

評価指標 

都市機能誘導区域内における 

誘導施設の立地数 

目標値設定の考え方 

都市拠点の拠点性や生活利便

性の維持・向上に向け誘導施

設の充実が必要 

目標値 

誘導施設の立地数 

2019 年度の値以上 
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モニタリング対象としている地域利便性維持区域における誘導施設の立地数は以下のとおりです。 

地域利便性維持区域における 

誘導施設 

現在の立地数（2019 年度） 

市比野地区 副田地区 斧渕地区 

診療所（内科又は外科）※既存病院含む 3 1 1 

通所系福祉施設等 1 0 1 

スーパー 0 2 2 

銀行・信用金庫 0 1 2 

 

  

図 地域利便性維持区域内の 

誘導施設の立地状況 

市比野地区 

副田地区 

斧渕地区 
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川内地区 2015 年人口密度 川内地区 2040 年人口密度 

副田地区 2015 年人口密度 副田地区 2040 年人口密度 

２．居住誘導に係る目標値：居住誘導区域内の人口密度 
（１）目標値設定の考え方 
 

 

 

 

 

 

（２）現況値等の状況           (現況値は 2015 年国勢調査より算出) 

区域 
2019 年 2040 年(推計) 目標値 目標値達成

に必要な誘
導人口 

人口 
（人） 

人口密度 
（人/ha） 

人口 
（人） 

人口密度 
（人/ha） 

人口密度 
（人/ha） 

居住誘導区域 26,376 30.7 24,354 28.4 30.7(維持) 2,022 人 

居住誘導区域（川内） 26,183 31.0 24,250 28.7 ― ― 

居住誘導区域（副田） 193 13.8 104 7.4 ― ― 

居住誘導区域外 69,700 1.0 50,125 0.7   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

0.01 ～ 9.99人/ha

10.00 ～ 19.99人/ha

20.00 ～ 39.99人/ha

40.00 ～ 59.99人/ha

60.00人/ha以上

0.01 ～ 9.99人/ha

10.00 ～ 19.99人/ha

20.00 ～ 39.99人/ha

40.00 ～ 59.99人/ha

60.00人/ha以上

0.01 ～ 9.99人/ha

10.00 ～ 19.99人/ha

20.00 ～ 39.99人/ha

40.00 ～ 59.99人/ha

60.00人/ha以上

0.01 ～ 9.99人/ha

10.00 ～ 19.99人/ha

20.00 ～ 39.99人/ha

40.00 ～ 59.99人/ha

60.00人/ha以上

評価指標 

 

居住誘導区域内の 

人口密度 

 

目標値設定の考え方 

将来推計では人口密度の減少

が予測されている。一方、誘

導施設をはじめとした商業・

医療等の施設等の維持に向け

ては周辺人口の確保が必要 

目標値 

 

居住誘導区域内の人口密度 

2019 年度の値を維持 

図 居住誘導区域周辺の人口密度 
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参考）誘導人口について 
目標値「居住誘導区域内の人口密度」の維持の達成に向けては、現状のまま推移した際の推計人口との

差となる約 2000 人の人口誘導が必要となります。 

■用途地域外縁部の新たな住宅開発等の抑制と居住誘導区域内への誘導 

 将来的な人口増加予測地区は用途地域の外縁部に広がっています。これらの地域の将来増加分の人口

を、できるだけ居住誘導区域内へ誘導することを目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■区画整理事業の推進 

現在事業中の区画整理事業の推進により、居住誘導区域内の住宅地の確保を図ります。 

事業中の区画整理地区 施工期間 計画人口 人口（2015） 

天辰第一地区土地区画整理事業 Ｈ9～Ｈ31 約４，５００人 １，６０７人 

天辰第二地区土地区画整理事業 Ｈ28～Ｒ12 約１，９６０人 １２１人 

温泉場土地区画整理事業 H12～Ｒ3 約５６０人 １６６人 

資料：庁内資料（区画整理課）  

  

図 用途地域周辺の人口密度増減図 
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３．拠点間のネットワーク形成に係る目標値：拠点間の交通便数 
（１）目標値設定の考え方 
 

 

 

 

 

 

※将来的な公共交通体系は、現在のバス路線に限らず、ニーズの変化や技術発展等により変化する可能性

を考慮し、目標値を「バス等」の公共交通便数とする。 

（２）現況値等の状況         （2020 年 2 月時点調べ） 
拠点 地区 バス停 

都市拠点へのバス等の 
公共交通便数（往復） 

副拠点 
隈之城 隈之城 33 便 

永利 福祉センター前 11 便 

地域拠点 

市比野 市比野 15 便 

副田 入来文化ホール 14 便 

斧渕 舟倉下 19 便 

※バス停の抽出は各拠点のバス停のうち、都市拠点への路線があり、他の路線・デマンド交通等への乗り継

ぎに留意し運行本数の多いバス停を抽出 

   
 

 

 

    

斧渕 市比野 副田 

隈之城 永利 

評価指標 

 

都市拠点と地域拠点・副拠

点間のバス等※の公共交

通便数 

 

目標値設定の考え方 

 

本計画による集積と地域公共

交通網形成計画が連携し、都

市拠点へのネットワーク確保

による地域拠点・副拠点の利

便性維持が必要 

目標値 

 

都市拠点へのバス等の 

公共交通便数 

2019 年度の値を維持 
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８ 届出制度について 

１．届出制度の概要  
立地適正化計画の公表が行われると、都市再生特別措置法に基づき、一定規模以上の開発行為や建築

行為を行う場合に、市長への届出が義務付けられます。 

■届出の概要 

目的 誘導区域外の住宅や誘導施設の立地動向を事前に把握するもの 

届出の対象区域 都市計画区域 

運用開始日 立地適正化計画の公表日 

届出の対象行為 

都市機能誘導区域に関する 

届出制度 

○誘導施設の開発・建築行為 

○誘導施設の休止又は廃止 

⇒資料編 p91~p96 参照 

居住誘導区域に関する 

届出制度 

○住宅の開発・建築行為 

⇒資料編 p97~p101 参照 

届出日 行為着手の３０日前まで 

届出場所 薩摩川内市都市計画課 

届出の様式 

窓口に設置するほか、ＨＰからもダウンロードできます。 

※「都市機能誘導区域に関する届出様式（記入例）」（資料編 p91~p96） 

「居住誘導区域に関する届出様式（記入例）」（資料編 p97~p101 

に従って必要事項をご記入の上、提出してください 

 

■届出の流れ 

 届出の流れは、以下のとおりです。対象行為の届出については、いち早く情報を把握するため、

開発許可・建築確認申請等の前に余裕を持って届出してください。 

 

 

 

 

 

 

  

開発・建築

の計画

事前相談

（建築部局）

届出対象の是非を判断

（都市計画課）
届出

開発許可・建築確認

申請等

建築・開発

行為の着工

行為着手の 30 日前まで 
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２．都市機能誘導区域に関する届出制度  
（１）目的 

届出は、都市機能誘導区内外の誘導施設の立地動向を把握することを目的としています。 

（２）届出の対象となる行為 
都市計画区域内で誘導施設を対象に以下の行為を行う場合には、原則として市への届出が必要です。 

■都市機能誘導区域外における誘導施設の開発・建築等（都市再生特別措置法第 108 条第 1 項） 

◆開発行為 

・誘導施設を有する建築物の建築目的の開発行為を行おうとする場合 

◆建築等行為 

・誘導施設を有する建築物を新築しようと

する場合 

・建築物を改築し、誘導施設を有する建築

物とする場合 

・建築物の用途を変更し、誘導施設を有す

る建築物とする場合 

■都市機能誘導区域内の誘導施設の休廃止（都市再生特別措置法第 108 条の２） 

◆誘導施設の休廃止 

・誘導施設を休止し、又は廃止しようとす

る場合 

■届出対象となる誘導施設 
誘導施設 定義 

病院 医療法に基づく病院の内、診療科目に内科又は外科を有するもの 

通所系福祉施設等
（通所系サービス及
び小規模多機能型
居宅介護） 

介護保険法に基づく居宅サービス・地域密着型サービスのうち通所系サービス
（通所介護、通所リハビリテーション、地域密着型通所介護、認知症対応型通所
介護）及び小規模多機能型居宅介護を提供する施設 

保育所・幼稚園等 子ども・子育て支援法」に基づく幼稚園、保育所、認定子ども園 
児童福祉法に基づく保育所、一時預かりを行う事業所、小規模保育事業を行う事業
所、事業所内保育事業を行う事業所 

大規模スーパー 日常生活に必要な生鮮食料品や日用品を販売する店舗（大規模小売店舗立地法
による基準面積 1000 ㎡以上のもの） 

銀行・信用金庫 銀行法に基づく銀行、信用金庫法に基づく信用金庫 

 ※具体的な施設は、上表をご参照の上、薩摩川内市都市計画課へご相談ください。 
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■届出を必要としない軽易な行為 
以下のような軽易な行為については、届出を必要としない場合があります。 

対象行為 概要 

誘導施設の建築・開発行為等 

【都市再生特別措置法第１０８条第１項】 

【都市再生特別措置法施行令第３５条】 

 

◆軽易な行為その他の行為で以下のいずれかに該当するもの 

・誘導施設を有する建築物で仮設のものの建築の用に供す

る目的で行う開発行為 

・上記の誘導施設を有する建築物で仮設のものの新築 

・改築又は用途変更により誘導施設を有する建築物で仮設

のものとする行為 

◆非常災害のため必要な応急措置として行う行為 

◆都市計画事業の施行として行う行為又はこれに準ずる行為 

 
（３）届出の時期 

届出は、開発行為等に着手する 30 日前までに必要となります。また、届出内容を変更する場合も、変更

に係る行為に着手する日の 30 日前までに届出が必要です。 

 

（４）届出書類の作成 
以下の区分により、指定された届出書に添付図書を添えて行います。 

開発行為の

場合 

届出書 様式 18 
（都市再生特別措置法施行規則様式第 18※第 52 条第 1 項第 1 号関係） 

添付図書 ① 当該行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び当該区

域の周辺の公共施設を表示する図面 

② 設計図 

③ その他参考となる事項を記載した図書 

建築行為の

場合 

届出書 様式 19 
（都市再生特別措置法施行規則様式第 19※第 52 条第 1 項第 2 号関係） 

添付図書 ① 敷地内における建築物の位置を表示する図面 

② 建築物の２面以上の立面図及び各階平面図 

③ その他参考となる事項を記載した図書 

上記の届出

内容を変更

する場合 

届出書 様式 20 

（都市再生特別措置法施行規則様式第 20※第 55 条第 1 項関係） 

添付図書 上記のそれぞれの場合と同様 

休廃止の 

場合 

届出書 様式 21 

（都市再生特別措置法施行規則様式第 21※第 55 条の 2 関係） 

添付図書 ① 当該行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び当該区

域の周辺の公共施設を表示する図面 

② 休廃止の決定に係る図書 

③ 都市機能の用途及び面積が分かる書類等 
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（５）届出書類記入例 
 

様式 18 都市機能誘導区域外の開発行為 

 

様式第十八（第五十二条第一項第一号関係） 

 

開発行為届出書 

都市再生特別措置法第 108 条第１項の規定に基づき、開発行為について、下記により届け出

ます。 

 

   令和●●年 ●●月 ●●日 

    薩摩川内市長 殿 

 

                   届出者 住 所 ●●市◆◆町■■番地 

                       氏 名 株式会社○○        

                          代表取締役□□ □□    印 

                        連絡先 〇〇〇〇‐〇〇‐〇〇〇〇 

 

開 
発 

行 

為 

の 

概 

要 

１ 開発区域に含まれる 

地域の名称（住所） 
薩摩川内市 ●●町■■ ▼▼番地 

２ 開発区域の面積 □,□□□．□□ 平方メートル  

３ 建築物の用途 商業施設 

４ 工事の着手予定年月日 令和●●年 ●●月 ●●日  

５ 工事の完了予定年月日 令和●●年 ●●月 ●●日  

６ その他必要な事項 

地目：宅地 

（建築物の詳細な用途） 

生鮮食料品売場 ◇◇◇㎡    

（連絡先） ●●市◆◆町▲▲番地 

株式会社△△ 担当：☆☆ 

TEL：○○○-○○○-○○○○ 

注１ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載するこ
と。 

２ 届出者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押印
を省略することができる。 

 

  

株式会社 
●●● 
代表印 

届出日を記入 
（工事着手の３０日前まで） 

誘導施設の詳細を記入 
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様式 19 都市機能誘導区域外の建築行為 

 

様式第十九（第五十二条第一項第二号関係） 

 

誘導施設を有する建築物を新築し、又は建築物を改築し、若しくはその用途を変更して誘導施

設を有する建築物とする行為の届出書 

 都市再生特別措置法第１０８条第１項の規定に基づき、 

 誘 導 施 設 を 有 す る 建 築 物 の 新 築 

 建 築 物 を 改 築 し て 誘 導 施 設 を 有 す る 建 築 物 と す る 行 為 

 建築物の用途を変更して誘導施設を有する建築物とする行為 

について、下記により届け出ます。 

 

   令和●●年 ●●月 ●●日 

    薩摩川内市長 殿 

 

                     届出者 住 所 ●●市◆◆町■■番地 

                         氏 名 株式会社○○        

                            代表取締役□□ □□    印 

                         連絡先 〇〇〇〇‐〇〇‐〇〇〇〇 

１ 建築物を新築しようとする土

地又は改築若しくは用途の変

更をしようとする建築物の存

する土地の所在、地番、地目及

び面積 

土地の所在：薩摩川内市 ●●町■■ ▼▼番地 

 

地目：宅地 

面積：□,□□□．□□㎡ 

２ 新築しようとする建築物又は

改築若しくは用途の変更後の

建築物の用途 

商業施設 

３ 改築又は用途の変更をしよう

とする場合は既存の建築物の

用途 

 

４ その他必要な事項 

（建築物の詳細な用途）  生鮮食料品売場 ◇◇◇㎡ 

（行為の着手予定年月日） 令和●●年●●月●●日 

（連絡先） ●●市◆◆町▲▲番地 

株式会社△△  担当：☆☆ 

TEL：○○○-○○○-○○○○ 

注１ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載するこ
と。 

２ 届出者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押印
を省略することができる。 

  

届出日を記入 
（工事着手の３０日前まで） 

株式会社 
●●● 
代表印 

誘導施設の詳細を記入 
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様式 20 様式 18 又は様式 19 の届出内容を変更する場合 

 

様式第 20（都市再生特別措置法施行規則第五十五条第一項関係） 

 

行為の変更届出書 

令和●●年 ●●月 ●●日 

薩摩川内市長 殿 

届出者 住 所 ●●市◆◆町■■番地     

氏 名 株式会社○○         

代表取締役□□ □□    印 

連絡先 〇〇〇〇‐〇〇‐〇〇〇〇   

 

 都市再生特別措置法第１０８条第２項の規定に基づき、届出事項の変更について、下記によ

り届け出ます。 

記 

 

１ 当初の届出年月日：         令和●●年 ●●月 ●●日 

 

２ 変更の内容： 

建築物の用途の変更 生鮮食料品売場 ⇒ 日用品売場 

 

３ 変更部分に係る行為の着手予定日：  令和●●年 ●●月 ●●日 

 

４ 変更部分に係る行為の完了予定日：  令和●●年 ●●月 ●●日 

 

 

注１ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載
すること。 

２ 届出者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、
押印を省略することができる。 

３ 変更の内容は、変更前及び変更後の内容を対照させて記載すること。 

 

  

株式会社 
●●● 
代表印 

当初に届出をした年月日を記入 

変更内容の変更前後がわかるように記入 

変更部分に係る開発行為等

の工事着手年月日を記入 

届出日を記入 
（工事着手の３０日前まで） 
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様式 21 誘導施設の休止・廃止を行う場合 

 

様式第 21（都市再生特別措置法施行規則第五十五条の二関係） 

 

誘導施設の休廃止届出書 

令和●●年 ●●月 ●●日 

薩摩川内市長 殿 

届出者 住 所 ●●市◆◆町■■番地     

氏 名 株式会社○○         

代表取締役□□ □□    印 

連絡先 〇〇〇〇‐〇〇‐〇〇〇〇   

 

 都市再生特別措置法第１０８条の２第１項の規定に基づき、誘導施設の（休止・廃止）につ

いて、下記により届け出ます。 

記 

 

１ 休止（廃止）しようとする誘導施設の名称、用途及び所在地 

（名 称）○○病院      

（用 途）病院 

（所在地）●●市◆◆町■■番地 

 

２ 休止（廃止）しようとする年月日：       令和●●年 ●●月 ●●日 

 

３ 休止しようとする場合にあっては、その期間 

令和●●年●●月●●日 ～ 令和●●年●●月●●日 

 

４ 休止（廃止）に伴う措置 

(1)休止（廃止）後に誘導施設を有する建築物を使用する予定がある場合、予定される当該建

築物の用途 

 

(2)休止（廃止）後に誘導施設を有する建築物を使用する予定がない場合、当該建築物の存置

に関する事項 

建築物は、解体する。跡地については、別事業者へ売却予定。 

除却予定日：令和●●年●●月●●日 

 

注１ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載してくださ

い。 

２ 届出者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押印を省

略することができます。 

３ ４(2)欄には、当該建築物を存置する予定がある場合は存置のために必要な管理その他の事項につ

いて、当該建築物を存置する予定がない場合は当該建築物の除却の予定時期その他の事項につい

て記入してください。 

株式会社 
●●● 
代表印 

該当する誘導施設を記入 

届出日を記入 
（休廃止の３０日前まで） 
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３．居住誘導区域に関する届出制度  
（１）目的 

届出は、居住誘導区域外における住宅の開発・建築の実態を把握することを目的としています。 

（２）届出の対象となる行為 
都市計画区域内の居住誘導区域外で、住宅を対象に以下の開発行為・建築行為等を行おうとする場合

には、原則として市への届出が義務付けられています。 

■居住誘導区域外における住宅の開発・建築等（都市再生特別措置法第 88 条第 1 項） 

◆開発行為 

・３戸以上の住宅の建築目的の開発行為 

・１戸又は２戸の住宅の建築目的の開発行為で、その規模が 1,000 ㎡以上のもの 

◆建築等行為 

・３戸以上の住宅を新築しようとする場合 

・建築物を改築し、又は建築物の用途を変更して３戸以上の住宅等とする場合 

 

■届出を必要としない軽易な行為 
以下のような軽易な行為については、届出を必要としない場合があります。 

対象行為 概要 

住宅等の開発・建築行為等 

【都市再生特別措置法第88条第１項】 

【都市再生特別措置法施行令第27条】 

 

◆軽易な行為その他の行為で以下のいずれかに該当するもの 

・住宅等で仮設のもの又は農林漁業を営む者の居住の用に

供するものの建築の用に供する目的で行う開発行為 

・上記の住宅等の新築 

・改築又は用途変更により上記の住宅等とする行為 

◆非常災害のため必要な応急措置として行う行為 

◆都市計画事業の施行として行う行為又はこれに準ずる行為 

  

※「住宅」とは、戸建て住宅、共同住宅、長屋等の居住の用に供する建築物です。寄宿舎や老人ホームは

含みません。 
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（３）届出の時期 
届出は、開発行為等に着手する 30 日前までに必要となります。また、届出内容を変更する場合も、変更

に係る行為に着手する日の 30 日前までに届出が必要です。 

 

（４）届出書類の作成 
以下の区分により、指定された届出書に添付図書を添えて行います。 

開発行為の

場合 

届出書 様式 10 
（都市再生特別措置法施行規則様式第 10※第 35 条第１項第１号関係） 

添付図書 ① 当該行為を行う土地の区域並びに当該区域内及び当該区

域の周辺の公共施設を表示する図面 

② 設計図 

③ その他参考となる事項を記載した図書 

建築行為の

場合 

届出書 様式 11 
（都市再生特別措置法施行規則様式第 11※第 35 条第１項第２号関係） 

添付図書 ① 敷地内における建築物の位置を表示する図面 

② 建築物の２面以上の立面図及び各階平面図 

③ その他参考となる事項を記載した図書 

上記の届出

内容を変更

する場合 

届出書 様式 12 

（都市再生特別措置法施行規則様式第 12※第 38 条第１項関係） 

添付図書 上記のそれぞれの場合と同様 
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（５）届出書類記入例 
 

様式 10 居住誘導区域外の開発行為 

 

様式第 10（都市再生特別措置法施行規則第三十五条第一項第一号関係） 

 

開発行為届出書 

都市再生特別措置法第８８条第１項の規定に基づき、開発行為について、下記により届け出ま

す。 

 

   令和 ●●年●●月 ●●日 

   薩摩川内市長 殿 

 

                     届出者 住 所 ●●市◆◆町■■番地 

                         氏 名 株式会社〇〇        

                             代表取締役□□ □□   印 

                         連絡先 〇〇〇〇‐〇〇‐〇〇〇〇 

 

開 
発 

行 

為 

の 

概 

要 

１ 開発区域に含まれる地域 

の名称（住所） 
薩摩川内市 ●●町■■ ▼▼番地 

２ 開発区域の面積 □,□□□.□□ 平方メートル  

３ 住宅等の用途 
専用住宅 

４ 工事の着手予定年月日 令和●●年●●月●●日  

５ 工事の完了予定年月日 令和●●年●●月●●日  

６ その他必要な事項 

地目：宅地 

（開発行為の目的）専用住宅（20 区画）用造成 

（連絡先）●●市◆◆町▲▲番地 

株式会社△△ 担当：☆☆ 

TEL：○○○-○○○-○○○○ 

注１ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載
すること。 

２ 届出者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、
押印を省略することができる。 

  

株式会社 
●●● 
代表印 

届出日を記入 
（工事着手の３０日前まで） 

開発行為の工事着手年月日を記入 

開発行為の目的 
等を記入 



 
 

資料編―100 
 

様式 11 居住誘導区域外の建築行為 

 

様式第 11（都市再生特別措置法施行規則第三十五条第一項第二号関係） 

 

住宅等を新築し、又は建築物を改築し、若しくはその用途を変更して住宅等とする行為の届出書 

都市再生特別措置法第８８条第１項の規定に基づき、 

   住 宅 の 新 築 

建 築 物 を 改 築 し て 住 宅 等 と す る 行 為  について、下記により届け出ます。 

  建築物の用途を変更して住宅等とする行為 

 

   令和 ●●年●●月 ●●日 

   薩摩川内市長 殿 

 

                      届出者 住 所 ●●市◆◆町■■番地 

                          氏 名 株式会社○○        

                             代表取締役□□ □□    印 

                          連絡先 〇〇〇〇‐〇〇‐〇〇〇〇 

 

１ 住宅等を新築しようとする土地又

は改築若しくは用途の変更をしよ

うとする建築物の存する土地の所

在、地番、地目及び面積 

土地の所在：薩摩川内市 ●●町■■ ▼▼番地 

 

地目：宅地 

面積：□,□□□．□□㎡ 

２ 新築しようとする住宅等又は改築

若しくは用途の変更後の住宅等の

用途 

共同住宅 

３ 改築又は用途の変更をしようとす

る場合は既存の建築物の用途 
 

４ その他必要な事項 

（行為の目的）共同住宅（10 戸）の建築 

（行為の着手予定年月日）令和●●年●●月●●日 

（連絡先）●●市◆◆町▲▲番地 

株式会社△△ 担当：☆☆ 

TEL：○○○-○○○-○○○○ 

注１ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載するこ
と。 

２ 届出者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押印
を省略することができる。 

株式会社 
●●● 
代表印 

建築行為等の目的 
等を記入 

届出日を記入 
（工事着手の３０日前まで） 
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様式 12 様式 10 又は様式 11 の届出内容を変更する場合 

 

様式第 12（都市再生特別措置法施行規則第三十八条第一項関係） 

 

行為の変更届出書 

令和●●年 ●●月 ●●日 

薩摩川内市長 殿 

 

届出者 住 所 ●●市◆◆町■■番地     

 氏 名 株式会社○○         

        代表取締役□□ □□    印 

連絡先 〇〇〇〇‐〇〇‐〇〇〇〇 

 

都市再生特別措置法第８８条第２項の規定に基づき、届出事項の変更について、下記により届け出

ます。 

 

記 

 

１ 当初の届出年月日：         令和●●年 ●●月 ●●日 

 

２ 変更の内容： 

開発区域面積の変更 □,□□□．□□㎡ ⇒ ◇,◇◇◇．◇◇㎡ 

３ 変更部分に係る行為の着手予定日：  令和●● 年 ●●月 ●●日 

 

４ 変更部分に係る行為の完了予定日：  令和●● 年 ●●月 ●●日 

 

 

注１ 届出者が法人である場合においては、氏名は、その法人の名称及び代表者の氏名を記載するこ
と。 

２ 届出者の氏名（法人にあってはその代表者の氏名）の記載を自署で行う場合においては、押印
を省略することができる。 

３ 変更の内容は、変更前及び変更後の内容を対照させて記載すること。 

 

 

株式会社 
●●● 
代表印 

当初に届出をした年月日を記入 

変更内容の変更前後がわかるように記入 

変更部分に係る開発行為等

の工事着手年月日を記入 

届出日を記入 
（工事着手の３０日前まで） 


